
 
 

貸 借 対 照 表 
（2026年２月28日現在） 

                             株式会社ローソンエンタテインメント 

(単位：千円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部） （105,115,952） （負債の部） （99,123,609） 

流動資産 97,104,042 流動負債 96,301,034 

現金及び預金 2,827,831   買掛金 4,699,063 

売掛金 2,981,798   営業未払金 76,068,498 

 

 

 

9,860 

営業未収入金 17,555,138   リース債務 1,355 

商品及び制作品 5,839,401   未払金 8,496,009 

前払費用 272,724 未払費用 674,052 

未収収益 81,722 未払法人税等 1,200,000 

未収入金 182,401 前受金 2,850,891 

短期貸付金 67,000,000   預り金 1,997,320 

  その他 363,136   賞与引当金 313,020 

  貸倒引当金 △111   その他 823 

固定資産 8,011,910 固定負債 2,822,574 

 有形固定資産 909,039   退職給付引当金 2,052,714 

  建物附属設備 462,347   役員退職慰労引当金 34,400 

  工具器具備品 445,436   資産除去債務 625,197 

    リース資産 1,255   その他 110,262 

 無形固定資産 1,334,472 （純資産の部）     （5,992,342） 

   商標権 600 株主資本  5,992,342 

  ソフトウェア 1,291,872 資本金 100,000 

  ソフトウェア仮勘定 42,000 資本剰余金 1,198,529 

 投資その他の資産 5,768,398 その他資本剰余金 1,198,529 

    関係会社株式 2,704,164 利益剰余金 4,693,813 

  関係会社出資金 379,075 利益準備金 25,000 

  長期前払費用 396,409 その他利益剰余金 

 

4,668,813 

  繰延税金資産 1,258,091   繰越利益剰余金 

 

4,668,813 

  差入保証金 1,030,657   

資産合計 105,115,952 負債・純資産合計 105,115,952 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

損 益 計 算 書 
2025年３月１日から 

2026年２月28日まで 

株式会社ローソンエンタテインメント 

(単位：千円) 

科  目 金  額 

売 上 高   

   商品売上高 45,043,879  

   チケット販売収入 16,636,376  

   その他営業収入 4,148,618 65,828,874 

 売 上 原 価   

   商品売上原価 33,700,690  

   チケット販売原価 2,007,474  

   広告営業原価 782,957  

   その他営業原価 525,932 37,017,054 

     売 上 総 利 益  28,811,819 

 販売費及び一般管理費  22,719,638 

     営 業 利 益  6,092,181 

 営 業 外 収 益   

   受取利息及び配当金 380,157  

     債務整理益 66,645  

   その他 441 447,243 

 営 業 外 費 用   

   支払利息 1,699  

      為替差損 8,772  

   その他 8,196 18,667 

     経 常 利 益  6,520,757 

 特 別 利 益    

      固定資産売却益 236  

      投資有価証券売却益 9,155 9,392 

特 別 損 失   

   固定資産除却損 881 881 

     税引前当期純利益  6,529,267 

   法人税、住民税及び事業税 2,112,972  

   法人税等調整額 △252,195 1,860,777 

     当 期 純 利 益  4,668,490 

 

 

 

 



 

注 記 

重要な会計方針に係る事項に関する注記  

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式････････････････････ 

 

移動平均法による原価法 

（2）  棚卸資産の評価基準及び評価方法  

商 品････････････････････････ 主として総平均法による原価法 

 なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価額

を切り下げております。 

制作品････････････････････････ 先入先出法による原価法 

 なお、収益性が低下した棚卸資産については、帳簿価額

を切り下げております。 

（3） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く)･････ 
 

 

無形固定資産(リース資産を除く)･････ 

 

 

 

リース資産････････････････････ 

 

定額法 

なお、主な耐用年数は、建物附属設備５～15年、工具器

具備品５～15年であります。 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっており

ます。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

（4）  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準  

外貨建金銭債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

（5） 引当金の計上基準 

貸倒引当金････････････････････ 

 

   

賞与引当金････････････････････ 

     

退職給付引当金････････････････ 

     

役員退職慰労引当金････････････ 

 

 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権は貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権は個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年

度に負担すべき金額を計上しております。 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

（6） 収益及び費用の計上基準 

チケット関連ビジネスにおいては、音楽・スポーツ・演劇・各種イベント等のチケット販売を

主な事業として行っており、チケット販売の決済が完了した時点で履行義務が充足されると判断

し、決済完了時点で収益を認識しております。また、財又はサービスの提供における代理人に該

当するチケット販売等については、受け取る額から他の当事者に支払う額を控除した純額で収益

を認識しております。 

物販関連ビジネスにおいては、エンタテインメント領域を中心とした音楽・映像ソフト/書籍/

グッズ等の販売を主な事業として行っており、顧客との取引契約に基づいて、商品の引渡時点で

履行義務が充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

また、収益は顧客との契約において約束された対価から値引を控除した金額で測定しておりま

す。 

なお、いずれのビジネスにおいても、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内

に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

貸借対照表に関する注記   

（1） 有形固定資産の減価償却累計額 2,949,965千円  

（2） 関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 

長期金銭債権 

短期金銭債務 

長期金銭債務 

71,693,511千円 

157,298千円 

1,434,007千円 

56,803千円 

 

 

税効果会計に関する注記   

（1） 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年

8月12日）に従っております。 

（2） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金であります。なお、評価性引当額は

259,325千円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、資産除去債務に対する除去費用であります。 

（3） 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」(令和7年法律第13号)が2025年３月31日に国会で成立

し、2026年４月1日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることにな

りました。これに伴い、2027年３月1日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差

異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に

変更し計算しております。 

なお、この税率変更による影響は軽微であります。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

関連当事者との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 ㈱ローソン 
(被所有) 
直接 100.0 

兼任２人 
チケットの 
販売委託等 

販売手数料支払 
(注)３ 

1,832,147 

 
営業未収入金 
(注)２ 
 
営業未払金 
 

3,822,504 
 
 

36,183 

 
資金の貸付 
資金の回収 
受取利息(注)３ 
 

 
40,000,000 
33,000,000 

134,136 
 

短期貸付金 
 
未収収益 

67,000,000 
 

81,722 

(注) １ 取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 当該営業未収入金残高は、未決済のチケット代金(券面額)から、販売手数料支払額を控除した金額であり

ます。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

販売手数料支払･････････････････ 業界水準を考慮した上で、当社チケット販売システムにおける発券

頻度及び決済方法等を考慮して決定しております。 

受取利息･･･････････････････････ 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。 

 

 

 

  



 

（2）子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

関連当事者との関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

役員の兼任等 事業上の関係 

関連会
社 

㈱ダブルカル
チャーパート
ナーズ 

（所有） 
直接 47.99 

兼任１人 
チケットの 
販売受託等 

販売手数料収入 
(注)３ 

33,329 
営業未払金 
(注)２ 

1,051,325 

(注) １ 取引金額には、消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 当該営業未払金残高は、未決済のチケット代金(券面額)から、販売手数料収入額を控除した金額でありま

す。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

販売手数料収入･････････････････ 業界水準を考慮した上で、当社チケット販売システムにおける発券

頻度及び決済方法等を考慮して決定しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 

（1）１株当たり純資産額 107,210円  

（2）１株当たり当期純利益 83,525円49銭  


